
職業能力開発支援事業
～企業ニーズに対応した人材育成支援～



１．事業の目的
• 県内の技術専門校３校において、ニーズに即した人材育成と各企業の生産性向上を支援するための短期間

の講習を実施します。

２．対象者（受講者）
• 県内に事務所・事業所を有する中小企業の在職者等

３．講習の概要
• 講習日数：２～３日

• 講習時間：９：００～１６：００（一部コース　１７：００）

• 受 講 料：無料（ただし、テキスト代等は自己負担となります）

４．講習メニュー（１）
• メニュー型：各技術専門校で、講習内容や日程などを計画したもの

• オーダーメイド型：講習内容や日程など、技術専門校と相談の上計画するもの



５．講習メニュー（２）

６．受講申込

７．問合せ先

・メニュー型　　　：各技術専門校へ受講申込書を提出（令和６年４月４日（木）より受付）
　　　　　　　　　　※計画は、県HPに掲載
・オーダーメイド型：各技術専門校　在職者訓練担当へ問合せ

○制度等へのお問い合わせ：秋田県産業労働部　雇用労働政策課　０１８－８６０－２３０１
○講習内容、お申し込み：秋田県立技術専門校（鷹巣、秋田、大曲）



人材投資促進事業
～企業の人材育成や在職者等の学び直しを支援します～



１　目的

　　 従業員のキャリアアップ等の人材育成や非正規雇用者の処遇改善に向けた取組のほか、在職者等の学び直しを支援する。

雇用労働政策課
人材投資促進事業について

２　概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２９，０９８千円

　　① 企業内研修実施への支援

　　・事業内容　従業員に訓練を実施し、国の人材開発支援助成金の支給決定を受けた場合に奨励金を支給する。

　　・支給対象　国の人材開発支援助成金（人材育成訓練）の支給決定を受けた県内企業等（４０件）

　　・支 給 額　人材開発支援助成金支給決定額の１／２

　　・限 度 額　１０万円

　　・申請期間　令和６年４月１日～令和７年２月２８日（予定）

　　② 若年女性及び就職氷河期世代の正規雇用化への支援

　　・事業内容　非正規で働く若年女性や就職氷河期世代の方を正規雇用へ転換し、国のキャリアアップ助成金の支給決定

　　　　　　　　を受けた場合に奨励金を支給する。

　　・支給対象　国のキャリアアップ助成金（正社員化コース又は障害者正社員化コース）の支給決定を受けた県内企業等

　　　　　　　　※ 若年女性２０件　就職氷河期世代８０件　計１００件

　　・支 給 額　有期雇用→正規雇用　１０万円

　　　　　　　　無期雇用→正規雇用　　５万円

　　・申請期間　令和６年４月１日～令和７年２月２８日（予定）



魅力的な職場づくり
ステップアップ支援事業
～企業の働きやすい魅力的な職場環境づくりを支援します～



１　目的　　
　　若年者等が働きやすい職場環境づくりを促進するため、人材育成や多様な勤務形態の導入等に向けた取組を支援する。

２　概要
　　○　魅力的な職場環境づくりに向けた実践講座の開催（全４回）
　　　　・現状分析や課題整理、人材育成、多様な勤務形態の導入、魅力的な職場環境づくりに向けた計画策定　等
　　○　専門家による伴走支援
　　○　取組事例の横展開
　　　　・実践企業の取組成果を横展開するための報告会の開催
　　○　若手従業員による異業種交流会の開催（全３回）
　　　　・講演会やワークショップの開催（県内３ブロックで開催）　　
　　○　取組企業の事例紹介記事・ガイドブックの作成
　　○　職場環境整備への支援
　  　　・補助対象　　県内企業等（１０件）
　　　　・対象経費　　社内制度の導入・整備に向けた企業内研修、
　　　　　　　　　　　外部専門家によるコンサルティング経費等
　　　　・補 助 率　　１／２
　　  　・限 度 額　　３００千円

２　予算額　
　　１２，７９８千円（委託料等：９，７９８千円、補助金：３,０００千円）

雇用労働政策課
魅力的な職場づくりステップアップ支援事業について



中核人材育成支援事業
～企業の中核人材育成を支援します～



１　目的

　　 企業の中核となる人材の育成を図るため、専門知識を学んだ大学卒業者等の育成に主体的に取り組む企業に対して支援する。

研究開発技術の習得

想定される研修例

外国語スキルの習得

マーケティングスキルの習得

・国内・海外企業での先端技術習得研修
・県内外大学での特別履修(工学・理学・システム等)

・TOEIC等資格取得講座の受講
・大学等講座の受講(実践的な外国語スキル 等)

・海外販路拡大・新商品の企画立案に向けた
　マーケティングスキル講座の受講
（市場分析、実践的な商談スキル、販売戦略策定 等)

等

等

等

雇用労働政策課
中核人材育成支援事業について

３　予算額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０,６１２千円
          　　　　　　　　　 　　　　内　訳　・補助金（５件）　　　　　　　　 １０,０００千円
　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　・委託料、需用費、役務費　　　　　　　６１２千円

２　概要

　　・事業内容　大学卒業者等を対象に企業が実施する高度な研修や資格取得等に

　　　　　　　　要する経費を助成する。

                ※大学卒業者等：大学、大学院、高等専門学校（専攻科）の卒業

                  者で、原則入社後５年以内の３５歳未満の者

　　・補助対象　県内に事業拠点を有し、製造業、商業・サービス業、情報関連事

                業を営む事業者　

　　・対象経費　①新事業創出や海外展開、研究開発などに資する研修及び資格取得

                  に要する経費

　　　　　　　　②研修等期間中の人件費相当額　

　　・補 助 率  ３／４

　　・限 度 額  ２００万円

　　・補助期間　交付決定の日から令和７年２月２８日


